
【令和８年度版】 

障害者雇用促進企業等からの物品調達に関する優遇制度について(案内) 

 

 鹿児島県では、物品の購入等について、障害者を積極的に雇用している事業者（障害者雇用

促進企業という｡）と障害者就労施設等から積極的に物品等を調達している事業者（障害者就労

施設等支援企業という｡）を優遇する制度を設けています。 

 優遇措置を受けるためには、県への登録が必要です。今年も７月（１日～３１日）に登録申

請の受付を行います。 

 詳しくは、県管財課調達係までお問い合わせください。 

 

１ 障害者雇用促進企業等の登録について 

(1) 障害者雇用促進企業等の登録要件 

次のア～ウの全ての要件を満たし、更に(2)又は(3)のいずれかの要件を満たす事業者

であること。 

ア 鹿児島県の物品の購入等に係る競争入札参加資格を有すること。 

イ 鹿児島県内に本店又は支店・営業所等を有すること。 

ウ 中小企業者であること。 

※ 中小企業者とは、下記の表で業種ごとに定められた「資本額・出資総額」又は「常

用従業員数」のいずれかを満たす事業者。  

            中小企業者の範囲（中小企業基本法第２条）                   

業    種 資本額・出資総額 常用従業員数  

 

 

 

 

卸売業 １億円以下 100 人以下 

小売業 5,000 万円以下 50 人以下 

サービス業 5,000 万円以下 100 人以下 

製造業、建設業、運輸業、その他の業種 ３億円以下 300 人以下 

                                                                        

(2) 障害者雇用促進企業 

県内の事業所で常時雇用する障害者の数が、常時雇用している労働者の数の合計の 

１００分の２．７以上である事業者。（令和 8 年 7 月１日開始） 

           雇用する障害者数の目安                                               

    従業員数 １～37.5 人 38～74.5 人 75～111.5 人 112～148.5 人 149～185.5 人 

雇用障害者数 １人以上 ２人以上 ３人以上 ４人以上 ５人以上 

           ※ 障害者雇用率の算定については、別紙１を参照 

(3) 障害者就労施設等支援企業 

県内の障害者就労施設等から、直近の１事業年度に３０万円以上の物品の購入やサービス

の提供を受けた事業者。 

   「障害者就労施設等」とは、具体的には以下のものをいいます。 

  ア 障害者支援施設(生活介護、就労移行支援、就労継続支援を行う入所施設) 

  イ 地域活動支援センター 

  ウ 生活介護事業所 

  エ 就労移行支援事業所 

  オ 就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型） 

  カ  小規模作業所（国・地方公共団体から費用の助成を受けている施設に限る。） 

  キ 特例子会社（障害者の雇用の促進等に関する法律第 44 条に基づき、一定の要件を満た

した上で厚生労働大臣の認可を受けて障害者雇用率の算定において親会社の一事業所

と見なされる子会社） 

ク 重度障害者多数雇用事業所（次の要件をすべて満たす事業所） 

(ｱ) 障害者の雇用者数が５人以上 

(ｲ) 障害者の割合が従業員の 20％以上 

(ｳ) 雇用障害者に占める重度身体障害者、知的障害者及び精神障害者の割合が 30％以上 



ケ 在宅就業障害者 

コ 在宅就業支援団体 

※ サービスの提供とは、印刷物等の折込や清掃などの作業の委託。 

２ 優遇措置の内容 

県では、物品を調達しようとするときは、次の(1)～(3)に努めるものとして、障害者雇用

促進企業等を優遇する措置を講じています。 

(1) 指名競争入札において、障害者雇用促進企業を１人以上含めて指名するよう努める。 

(2) 随意契約において、２人以上から見積書を徴取する場合には、障害者雇用促進企業又

は障害者就労施設等支援企業を１人以上含めて見積依頼するよう努める。 

(3) 随意契約において、見積書の徴取を省略できる場合には、障害者雇用促進企業又は障

害者就労施設等支援企業を優先して選定するよう努める。 

 

３ 登録申請受付及び有効期間 

(1) 申請書受付期間 

令和８年７月１日(水)～令和８年７月３１日(金) 

（県の休日を除くが、郵送の場合当日消印有効） 

(2) 登録有効期間 

令和８年１０月１日(木)～令和９年９月３０日(木) 

 

４ 申請書について 

 下記のとおり所定の申請書様式が定められています。 

(1) 第１号様式「障害者雇用促進企業等登録申請書」 

障害者雇用促進企業及び障害者就労施設等支援企業の登録の際、提出します。 

(2) 第２号様式「取引実績証明書」 

上記(1)のうち、障害者就労施設等支援企業登録の場合、申請書に添付します。 

(3) 第３号様式「障害者雇用促進企業等辞退届」  

上記登録を受けた事業者が登録要件に該当しなくなったとき、届け出ます。  

様式については、県のホームページから出力していただくか、県管財課までご請求 

(郵便切手 110 円同封)ください。 

 

５ 登録の取消等について 

(1) 雇用している障害者の退職等により、障害者雇用促進企業等の要件を満たさなくなっ

た場合には知事に届け出てください。 

(2) 虚偽、その他不正の手段により登録を受けたことが判明したときは、物品又は役務の

調達等に係る有資格業者の指名停止に関する要綱(平成 15 年鹿児島県告示第 416 号）に

基づき、指名停止を行うことになります。 

 

６ 申請書の提出及び問い合わせ先 

○ 鹿児島県出納局管財課調達係 

〒890-8577 

鹿児島市鴨池新町 10 番１号 

TEL:099-286-3828(直通） 

○ 電子メールアドレス chotatu@pref.kagoshima.lg.jp  

○ 鹿児島県ホームページ 

http://www.pref.kagoshima.jp/ai02/kensei/nyusatu/buppin/top.html 

 

※１ 申請は、電子メール又は直接持ち込まれるか郵送にてお願いします。 

※２ 申請に当たっては、障害のある方のプライバシーに十分配慮してください。 

mailto:chotatu@pref.kagoshima.lg.jp
http://www.pref.kagoshima.jp/ai02/kensei/nyusatu/buppin/top.html


（別紙１） 

障害者雇用促進企業等登録申請書作成に係る留意事項 

 

１ 提出書類 

「障害者」は、別紙２「障害者の区分」の各区分に定める要件に該当する者とします。 

申請の際は、確認資料として、申請書と併せて次の書類を提出してください。 

(1) 法定雇用義務のある事業者(常用労働者数３７．５人以上)の場合 

・障害者雇用状況報告書（事業者控）の写し（できる限り労働局の受付印のあるもの） 

(2) 法定雇用義務のない事業者(常用労働者数３７．５人未満)の場合 

・障害者雇用促進企業等の物品調達優遇制度に係る雇用者（障害者）の労働時間表 

（別紙４） 

・身体障害者手帳、療育手帳（又は知的障害者判定機関の判定書）、精神障害者保健福祉

手帳の写し 

 

２ 常時雇用労働者について 

(1) 「（短時間労働者以外の）常時雇用労働者」 

１週間の労働時間が３０時間以上であって、次の①から③のとおり、１年以上継続し

て雇用しているか、１年以上の雇用が見込まれる労働者をいいます。 

①  雇用期間の定めのない労働者 

②  一定期間（１ヶ月、６ヶ月等）を定めて雇用される者であっても、その雇用期間が

反復更新されて、事実上①と同様の状態にあると認められる者 

③  日々雇用される者であっても、雇用契約が日々更新されて事実上①と同様の状態に

あると認められる者 

(2) 「短時間労働者」 

原則として雇用保険の短時間労働被保険者となる方で、具体的には次の要件に該当す

ることが必要です。 

①  １週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満であること。 

②  １年以上引き続き雇用されることが見込まれること。 

※１ 「出向中」の労働者を出向元、出向先のいずれの事業主の労働者として取り扱う

かについては、雇用保険の取扱いを行っている事業主の労働者として取り扱って

差し支えありません。 

※２ パートタイム労働者等については、雇用保険の被保険者として取り扱われてい

るかどうかによって判断してください。 

 

３ 雇用障害者のカウント方法 

以下の①～④に該当する労働者については、それぞれカウント方法が異なりますのでご注意

ください。 

①  重度障害及び精神障害者（特例）を除く１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間

未満の短時間労働者は実人員１人を「０．５人」として計算します。 

②  重度障害者の場合、常時雇用は実人員１人を「２人」、１週間の所定労働時間が２０時間

以上３０時間未満の短時間雇用は実人員１人を「１人」、１週間の所定労働時間が１０時

間以上２０時間未満の特定短時間雇用（就労継続支援Ａ型の利用者は除く）は実人員を

「０．５人」として計算します。 

③  精神障害者である１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満の短時間労働者

のうち、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者は１人として計算します。（令和５年

３月３１日より特例措置） 

④  １週間の所定労働時間が１０時間以上２０時間未満の特定短時間労働者（就労継続支援

Ａ型の利用者は除く）の精神障害者は実人員１人を「０．５人」として計算します。 

  



 

 

 

 

 

 

 常 用 労 働 者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短時間労働者 

 特定短時間労働者 

週所定労働者 30 時間以上 20 時間以上 30 時間未満 10 時間以上 20 時間未満 

身体障害者・知的障害者 1 人 0.5 人 － 

 重度 2 人 1 人 0.5 人 

精神障害者 1 人 1 人 0.5 人 

※  障害者ではない短時間労働者も１人当たりの雇用は０．５人と計算します。 

 

４ 障害者雇用率計算方法 

「障害者雇用促進企業登録申請書」により、下記に留意し、計算してください。 

(1) 常時雇用労働者総数（申請書様式中②欄） 

総数＝常時雇用労働者数（③欄）＋短時間労働者数（④欄）×0.5 

(2) 除外率（⑤欄） 

「除外率」については、別紙３「除外率一覧表」に該当する業種がある場合には、その 

率を記入し、除外率を控除した労働者数を障害者雇用率算定用の常時雇用労働者数（① 

欄）に記入します。該当する業種がない場合は「０」と記入してください。 

なお、卸売・小売業については、除外率は適用されません。 

(3) 障害者である常時雇用労働者総数（⑥欄） 

総数＝常時雇用障害者数（⑧×２＋⑨）＋短時間雇用障害者数（⑪＋⑫×0.5＋⑬） 

⑧欄：常時雇用である重度障害者の数を記入します。 

⑨欄：常時雇用である重度以外の障害者（精神障害者含む）の数を記入します。 

⑪欄：週所定労働時間２０時間以上３０時間未満の短時間労働者である重度障害者の

数を記入します。 

⑫欄：週所定労働時間２０時間以上３０時間未満の短時間労働者である重度及び特例

措置適用の精神障害者の以外の数、所定労働時間１０時間以上２０時間未満の

特定短時間労働者（就労継続支援Ａ型の利用者は除く）である重度障害者、精

神障害者を記入します。 

⑬欄：週所定労働時間２０時間以上３０時間未満の短時間労働者である特例措置適用

の精神障害者の数を記入します。



（別紙２） 

障 害 者 の 区 分 

障害の区分 要          件 

身体障害者 

 

原則として身体障害者福祉法に規定する身体障害者手帳の等級が１級

から６級に該当する者 

 重 度 身体障害者のうち１級又は２級の者 

知的障害者 

 
・療育手帳の所持者 

・児童相談所、知的障害者更生相談所により知的障害者と認定された者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重 度 

 

 

・療育手帳で程度が「Ａｌ」、「Ａ２」と判定されている者 

・児童相談所、知的障害者更生相談所による療育手帳の「Ａｌ」、「Ａ２」

に相当する程度（特別障害者控除等を受けられる程度等）とする判定をも

らっている者 

・児童相談所、知的障害者更生相談所により「重度知的障害者」と判定さ

れた者 

精神障害者 

 

 

 

精神障害者保健福祉手帳の所持者 

＊ 公共職業安定所等から精神障害者として紹介を受け雇用した方（障

害者雇用納付金制度に基づく助成金や特定求職者雇用開発助成金の受給

対象者等）については、精神障害者として取扱いができる場合があります。 



（別紙３） 

         除外率設定業種及び除外率一覧 

（障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則附則第一条の三関係（別表第４）による） 

 

除外率設定業種 除外率 

非鉄金属第一次製錬 

精製業 

貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く｡） 

百分の五 

建設業 

鉄鋼業 

道路貨物運送業 

郵便業（信書便事業を含む。） 

百分の十 

港湾運送業 

警備業 

百分の十五 

 

鉄道業 

医療業 

高等教育機関 

介護老人保健施設 

介護医療院 

百分の二十 

林業（狩猟業を除く。） 百分の二十五 

金属鉱業 

児童福祉事業 

百分の三十 

特別支援学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く。） 百分の三十五 

石炭・亜炭鉱業 百分の四十 

道路旅客運送業 

小学校 

百分の四十五 

幼稚園 

幼保連携型認定こども園 

百分の五十 

船員等による船舶運航等の事業 百分の七十 

備考 除外率設定業種欄に掲げる業種のうち林業(狩猟業を除く｡) 、特別支援学校(専ら視

覚障害者に対する教育を行う学校を除く｡) 及び船員等による船舶運航等の事業以外の業種

は、日本標準産業分類(令和五年総務省告示第二百五十六号)において分類された業種区分に

よるものとする。 

 

 

 


